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１．はじめに
我が国では新規開業企業のうち開業後１年
目に30％，２年目に16％，３年目に13％が廃
業している（中小企業白書，2006年版，pp.
38-41）。開業する環境は多くの支援政策に
よって改善しているが，開業後も市場で生存
を続ける企業は少ないようである。開業を成
功へ導くためには，開業後の早い段階で売上
を伸ばし，安定した収入・所得を確保する必
要があることも指摘されている。その期限は
開業後３年以内であるとも言われている。こ
の期間を乗り切れば，市場で生存する確率も
高くなる。こうしたことは起業家にとって，
開業後の初期段階での経営成果が極めて重要
であることを示唆している。
内外の先行研究によると，開業後の初期段
階における経営成果は起業家自身のもつ人的
属性（性別，年齢，学歴，職業キャリア，親
の家業や遺産など）に依存することが強調さ
れがちであった。他方，起業家たちの成功物
語を紐解くと，そこには必ず起業家を支える
重要なパートナーが存在していることも事実
である。例えば，本田技研工業の本田宗一郎
と藤沢武夫，ソニーの井深大と盛田昭夫，
ヒューレット・パッカードのウイリアム・
ヒューレットとデイビッド・パッカード，マ
イクロソフトのビル・ゲイツとポール・アレ
ンなどが思い浮かぶ。起業の成否は起業家自
身の人的属性に加えて，このパートナーに依
存するところが大きい。しかし，このパート
ナーは成功物語に登場こそするが，そのどん
な役割が成功要因になっているのかを解明し
ている先行研究は極めて少ない。
本稿は開業後の初期段階における経営成果
の決定要因として起業家が採用するパート
ナーを「右腕（Right-hand manあるいは
Reliable partner）」と呼び，その役割に焦点
を当てる。利用するデータは国民生活金融公
庫総合研究所が2003年に収集した個票デー
タである。このデータは右腕（経営上のパー
トナー）を次のように定義している。
「経営者を補佐するパートナ （ー重大な判断
を下す際に相談するような人，もしくは，欠
けると経営が成り立たなくなるような人）」
海外の先行研究をみると，この右腕の概念
に近いものとして，社内外の専門的アドバイ
ザーという人物に焦点が当てられ，その経営
成果に与える効果を検証するものもある。本
稿では我が国の起業家を補佐する右腕（パー
トナー）を分析対象とする。
本稿の構成は以下のとおりである。次節で
は，我が国の右腕を分析した先行研究の成果
をサーベイする。その際，本稿の分析と関連
する事項についてのみサーベイする。３節で
は，本稿で利用するデータの特徴を説明し，
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予備的な考察として起業家の人的属性とその
他関連する多くの事項を説明する。４節では，
売上高（月商）を経営成果指標として，この
決定要因を検証する。決定要因として，先行
研究でも採用されている，起業家の人的属性
（性別ダミー，前職キャリア・ダミー）と企業
規模に加えて右腕の有無，その担当業務，経
営者自身の担当業務，経営上の将来ビジョン
などを採用する。また，こうした因果関係を
企業の規模別や起業家の学歴別にも推定す
る。最後に，本稿の分析結果を要約し，今後
の研究課題等を記す。なお，以下では起業家
を経営者や開業者という言葉で表現すること
もあるが，その意味は全て同じである。もと
より分析手法や内容は資料の域を出るもので
はない。
２．先行研究のレビューと分析視点
右腕に関する研究は極めて少ないのが現状
であ
(1)
る。この節では，後に分析する変数等と
関係する内容に沿って，我が国の先行研究を
レビューする。主に経営者との続柄，右腕の
役割，企業規模別にみた右腕の有無，右腕が
経営成果に与える効果などをレビューする。
百瀬・森下（1997，pp.111-115）は右腕を「ベ
ンチャー型企業を設立する時に，経営者を支
えたパートナー」と定義する。1965年以降に
開業し，1995年にも存続するベンチャー型企
業（企業家精神に富み，経営活動が革新的・
独創的な企業など）の会社設立時のパート
ナーを分析している。会社設立時にパート
ナーが「いる」のは全サンプルの約70％，「い
ない」は約30％となっており，「いる」企業は
創業後経過年数の短い企業（約82％，
1985～95年創業）であり，業種でみると情報・
ソフトウェア（約82％）が多い。パートナー
の数については，全体で１人が約26％，２人
が約21％，３人が約13％で，３人までで約
60％を占めている。平均パートナー数は約
3.2人である。
次に，パートナーの役割（上位３位までの
複数回答）をみると，経営者がパートナーに
最も求める役割は，「技術面」「精神面」での
補佐であり，それぞれ約44％を占めている。
次いで，「資金面（約41％）」「営業面（約32％）」
「経営管理面（約30％）」となっている。精神
面，資金面や経営管理面は小規模企業（従業
員１～９人）で多く見られる補佐内容であり，
技術面は10～19人規模，営業面は20人以上
規模となっている。百瀬・森下はこれら以外
にパートナーの属性として，その職種，職務，
学歴（文系・理系）等も調査している。いず
れの調査結果も記述統計で表現されており，
パートナーの属性と経営成果との間にある因
果関係については分析していない。
脇坂（1999）は右腕を「あなたの右腕となっ
て経営上の重要な問題に対処してくれる役
員・従業員」と定義する。分析データは次に
紹介する冨田（2002）と同じであり，1992年
から1998年に開業した企業の「右腕」が経営
成果に与える効果を計量分析している。なお，
この分析期間は「不況期」と定義され，不況
期に開業した者と事業を継承した者の経営成
果に与える要因の違いをも解明している。右
腕のいる経営者は全サンプルの約65％を占
めている。経営者との続柄をみると，家族・
親族以外が約40％を占め，残り約60％は経営
者の配偶者（約25％），親（約３％），子供
（15％），その他の家族・親族（17％）で構成
されている。右腕の役割は営業・販売（約
39％）と財務・経理（約32％）で大部分を占
めている。
右腕の存在の有無が分析期間中の売上高成
長率に与える効果を推定するために，他の説
明変数（経営者の現在の年齢，性別ダミー，
事業開業／事業継承ダミー，開業時の経営者
の年齢，業種ダミー，学歴ダミー，開業年ダ
ミー）でコントロールしたOLS分析を行う。
その分析結果をみると，「右腕がいて」「学卒
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で」「金融・保険業で」開業をした起業家は成
長率を高めていた。性別ダミー（男性）の回
帰係数はプラスであるが有意性はない。事業
継承者と比較しても「右腕のいる」開業者は
不況期であっても，より良好な経営成果を達
成していた。
冨田（2002）の右腕の定義と分析デー
(2)
タは
脇坂（1999）と同じである。企業規模（従業
員数）とともに「右腕のいる」割合は高くな
る。企業規模５人未満；約44.2％，５～29
人；73.1％，30人以上；87.9％。業種別にみ
ても，規模の増大とともに割合は高くなって
いる。その中でも金融・保険業，電気・ガス・
水道業，製造業，建設業などにおいて高い。
経営者と右腕との続柄を企業規模別にみる
と，規模が小さい（５人未満）ところでは配
偶者（約45.2％），親（約3.6％），子供（約
17.5％）という家族が占める割合が高く，規
模が大きくなる（30人以上）と家族・親族以
外（約60％），その他の家族・親族（約23.3％）
の占める割合が高くなる。
右腕の役割は営業・販売（約24.1％）が最
も多く，次いで財務・経理（約20.8％），生産・
技術（約11.2％）となっている。これらの役
割は規模の増大とともに，その割合も高くな
る。この役割を「右腕別」にみると，配偶者
は財務・経理（約61.1％）を担当することが
圧倒的に多い。親（約21.7％），子供（約
57.8％）は営業・販売に従事している。右腕
が家族・親族以外（約25.3％）では，主に生
産技術に従事している。
次に，「右腕の存在の有無」「その役割」が
経営成果（前年度の売上高）にどう影響する
のかを他の説明変数（従業員数，業種ダミー）
を加えて，OLS分析をする。従業員数（企業
規模の代理変数）が大きく，右腕（家族・親
族とそれ以外）がいる開業者の売上高は，そ
うでない者よりも大きかった。特に，右腕が
家族・親族以外の場合には，その貢献度は大
きい。また右腕の６つの役割もすべて売上高
にプラスでかつ有意な影響を与えていた。そ
の貢献度は商品開発，人事・労務，営業・販
売において大きい。業種でみると建設業のみ
が売上高を増やしていた。
さらに，こうした推定を企業規模別に試み
る。企業規模が大きくなるほど（５人未満→
５～29人→30人以上），右腕の存在が売上高
に与える効果も大きい。右腕が「家族・親族
以外である」ときには企業規模に関らず，そ
の効果も大きい。右腕が「営業・販売」に従
事するとき，企業規模とともに，効果も大き
い。「財務・経理」に従事するときには，30人
以上の規模において効果は大きかった。こう
した分析に加えて，冨田は右腕のキャリアも
分析している。
脇坂（2003）は右腕を「経営上，もっとも
頼りになる人物」と定義する。この右腕は全
サンプルの約74.2％を占めている。経営者と
右腕との続柄は親族・親戚で約35.5％を占め
ており，内訳は，子供（約21.0％），兄弟姉妹
（約7.4％），配偶者（約5.5％），子供の配偶
者（約1.6％）である。親族でない社員は約
49.0％，共同経営者は約9.4％で構成されて
いる。右腕の役割は営業（約33.7％），管理全
般（約13.3％），生産技術（約11.5％），経理・
財務・予算（約8.9％）である。単純クロス集
計表でみると，「右腕のいる」企業の方が「い
ない」企業よりも売上を伸ばしているし，ま
た今後の経営方針として「事業を拡大する」
という企業の占める割合が高くなっていた。
売上の伸びを従属変数とし，独立変数を従
業員数規模，社齢，経営者の年齢，業種ダミー，
右腕の有無ダミーとして，順序プロビット・
モデルも推定した。従業員の増加や右腕の存
在は明らかに売上高を増やすように貢献して
いた。一方，社齢，経営者の年齢は売上高と
負で有意な関係があった。つまり，会社も経
営者も若くて，企業規模が大きく，右腕がい
る場合には売上高を伸ばしていた。同じ独立
変数を用いて企業規模別に効果を推定する
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と，右腕の存在は，10人未満規模では非有意
である。右腕が売上高に貢献するのは10～29
人において最も大きく，次いで30人以上で
あった。
開業者（サンプル数：1,679社）のみを対象
に冨田（2002）と同じ推定も行われている。
しかし，冨田の分析結果を支持するまでには
至っていない。そこで右腕の分類を３つにし，
彼らの役割を分析から除外して，上記と同じ
変数で推定した。その結果，上記と同じ効果
のあることが確認できた。しかし，右腕の効
果は小さく，社員ダミーのみにおいて10％水
準の有意性があった。脇坂はこうした分析に
加えて経営者の学歴と右腕の人的属性（性別，
年齢，勤続年数，学歴）との関係が経営成果
に与える効果も分析している。
山田（2005，pp.27-53）は右腕（パートナー）
を「開業時，自社内あるいは社外に経営に関
する相談ができるパートナーが存在した」と
定義している。パートナーのいる企業は全サ
ンプルの約50％を占めている。分析に際し
て，このサンプルを社内パートナーと社外
パートナーとに区別しているが，開業者に
とってパートナーは社外に多くいる傾向があ
る。パートナーの役割は社内外に関らず，営
業・マーケティング（内；33％，外；29％），
経理・財務（内；29％，外；31％）が多く，
これに経営企画・管理（内；22％，外；29％）
が続く。社内外のパートナーの役割は研究・
開発，生産・製造という工学系よりも営業・
経理・管理という事務系の側面が強い。一方，
経営者自身の役割をみると，営業・マーケティ
ングが約45％を占め，次いで経営企画・管理
が約28％を占めていた。パートナーの役割と
同様に経営者自身も営業・マーケティングに
力点をおいているが，その割合をみる限り経
営者自身の意気込みの大きさが分かる。これ
は経営者自身が実際の販売実績等の業績につ
いて積極的に責任を負っていることの表れで
あろう。開業間もない経営者の経営目標が売
上・販売実績の最大化であることを示唆して
いる。
次に，パートナーとの続柄をみる。社内パー
トナーの約44％は「前の職場の同僚」であり，
これに「家族・親戚（26％）」が続く。社外パー
トナーでは「前の職場の取引先の方」が26％
で最大を占め，次いで「税理士，会計士，経
営コンサルタントの方（23％）」が続く。内外
いずれであれ，「前の職場」の関係者がパート
ナーとして選ばれていた。これは開業者自身
が開業前の斯業経験や取引関係を開業後にも
有効利用しようとすることの表れであろう。
本来，経営者がパートナーを必要とする理
由は自分自身の仕事を補佐（補完）し，また
は代替させることであろう。そこで，山田は
この役割における補完性や代替性についても
考察している。経営者自身が「経営企画管理」
「経理財務」の仕事に力点をおいているとき
は，社内パートナーは「営業・マーケティン
グ」，社外パートナーは「営業・マーケティン
グ」「経営企画管理」で補完をしていた。また，
経営者自身が「営業・マーケティング」に力
点をおいているときには，社内パートナーは
「経営企画管理」を補完していた。経営者が「研
究技術開発」に力点をおくときにのみ，社内
外パートナーは「経理財務」の役割を補完し
ていた。そして経営者と社内外パートナーの
役割が重複する傾向は少ないようである。
経営成果として直近の収支状況を使い，
パートナーの有無との関係をみるとパート
ナーの「いる」企業は「いない」企業よりも
５％水準の有意性をもって収支状況は良いと
いう結果も出ている。山田はこれら以外に
パートナーの開業経験，前職業種，パートナー
の有無と経営者自身の社内外の活動時間との
関係についても考察している。
以下では，こうした先行研究の分析結果を
簡単に要約し，次に本稿の分析視点を提示す
る。先行研究では，起業家は右腕として配偶
者を含む親族・親戚を採用している場合が多
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い。しかし，前の職場での同僚や取引先の人
物を採用している場合もある。これらは起業
時の経営形態等とも関連するが，こうした視
点での分類はおこ行われていない。先行研究
では右腕の役割として，営業・販売というマー
ケティングを指摘するものが多い。また，右
腕の存在は経営成果にプラスの効果を与える
という分析結果が多い。特に，家族・親せき
以外の右腕が成果に与える効果は大きかっ
た。さらに，右腕の存在は小規模企業よりも
比較的規模の大きな企業において，その成果
に良好な影響を与えていた。
後に試みる本稿の分析と関連する主たる先
行研究は冨田（2002）と脇坂（1999；2003）
である。これらの先行研究は右腕の有無やそ
の役割が経営成果に与える効果を検証してい
た。本来，経営者としての起業家が右腕を採
用する理由は自分の業務を補佐し，不足する
経営知識などを補完してもらうためである。
そして最終的に良好な経営成果を達成するこ
とである。山田（2005）もクロス表を作成し，
両者の役割に補完性のあることを確認してい
た。重要なことは，この補完性や協調性（相
乗性）が経営成果に与える効果を検証するこ
とである。
また，後に本稿で分析する起業家は開業後
２年以内の者が多いということから起業家の
事業経営に関する姿勢も経営成果に与える重
要な要因であると考えられる。事業経営に関
する姿勢として，将来ビジョンの内容は重要
である。起業家が成長志向的なビジョンを持
つか否かは成果に反映されるであろう。こう
したことから，本稿では先行研究の分析視点
（右腕の有無と彼らの役割，企業規模別効果な
ど）に加えて，経営者と右腕の役割における
補完性や経営者自身がもつ将来ビジョンなど
が経営成果に与える効果を検証する。
３．予備的考察
この節では国民生活金融公庫総合研究所が
2003年に収集した個票データを使って「右腕
のいる」起業家の人的属性，キャリア，役割
等を紹介する。調査対象となった起業家は
2,377人である。前節でレビューした先行研
究との大きな違いはデータそのものにある。
データは国民生活金融公庫の全国の支店が
2002年４月から９月にかけて融資した顧客
のうち，融資時点で開業後１年以内（もしく
はそれ以前から）の起業家たちである。サン
プル全体の開業後の平均経過月数は15.0カ
月である。その内訳は０～６カ月が1.9％，７
～12カ月が27.1％，13～18カ月が52.8％，
19～24カ月が13.1％，25カ月以上が5.2％と
なっている。開業から18カ月（1.5年）以内
の起業家が全体の81.8％を占めている（『新
規開業白書』2004年版，p.11）。いわゆる開業
後初期段階にある企業が対象となっている。
ただし，今回の開業が初めての起業（novice
 
entrepreneurs）なのか，過去に廃業を経験し
たことがある（re-starter）のか，あるいは複
数の起業を手がけている者（serial entrepre-
neurs）なのかは区別できない。
右腕（経営上のパートナー）は次のように
定義されている。
「経営者を補佐するパートナ （ー重大な判断
を下す際に相談するような人，もしくは，欠
けると経営が成り立たなくなるような人）は
いますか。」
この定義は先行研究のものとほぼ同じであ
るが，先行研究とは違って「右腕」の人的属
性（学歴，性別，年齢，職業キャリア等）に
関するデータが収集されていないし，「右腕」
の所属が社内か社外かの区別もされていな
い。右腕について利用できるデータは右腕の
有無，経営者との続柄，業務上の役割のみで
ある。
表１は主に起業家の人的属性をみたもので
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ある。利用可能なデータ（2,315人）のうち，
「右腕のいる」起業家は1,295人（約56％）で
ある。起業家と右腕との続柄をみると，配偶
者（39.5％）とそれ以外の家族・親せき
（12.0％）だけで50％を上回っている。次に，
仕事を通じた友人・知人（16.8％）と社員
（16.2％）が多数を占めていた。社員の定義に
ついては上記右腕以外の特定の人物と考えら
れる。
「右腕のいる」起業家を性別でみると，約
86％が男性，女性が約14％である。この数値
だけをみると，右腕の有無に関わらず男性の
起業家が圧倒的に多いように思える。しかし，
データを時系列でみると，女性の起業家は増
え男性は減りつつある（女性：1993＝
12.9％；1995＝13.4％；1997＝14.9％；
2001＝15.3％；2005＝16.5％，男 性：
87.1％；86.6％；85.1％；84.7％；83.5％，
『新規開業白書』2005年版 p.315）。
開業時とアンケート実施日における現在の
年齢は「右腕のいる」起業家が「いない」者
よりも若干ではあるが若い。最終学歴はいず
れも高校卒が最大の割合を占め，次に大学（文
系）卒，専修・各種学校となっている。文系
表1．起業家の人的属性
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と理系の区別をしなければ，大卒者の占める
割合が高卒者に次いで多い。サンプル数から
分かるように，右腕のいる起業家といない者
との数値に大きな差はない。そこで以下では
断らない限り，右腕のいる起業家に焦点を当
ててデータを紹介する。
表２は経営者の起業前の職業キャリアをま
とめたものである。斯業経験のある者が
62.5％を占め，その経験年数は約13.8年で
あった。高卒であれば約32歳，大卒であれば
約36歳で開業をしている。起業直前に勤務し
ていた企業の規模を従業員数でみると，０
～49人以下で全体の65％を占めている。特
に，５～19人規模が最も多い。一般的に見ら
れるように，起業家の出身は小規模企業であ
る。その勤務先での主な職業は管理職
（40.2％）であり，常勤役員も14.2％いた。残
りは一般の勤務者，パートタイマーとアルバ
イトで占められている。勤務していた業種は
製造業が最も多く，次いで建設業，小売業と
なっている。担当職種は専門的・技術的職業
（41.6％）が多く，次に販売を担当する者が多
かった。
起業家の中には家業を継がずに自分で開業
をした者もいる。その理由をみると（表３参
照）「自分の力で事業を立ち上げたかった
（40.5％）」と答える者が多い。また開業動機
についても，既存の多くの調査結果と同じよ
うに，「仕事の経験・知識や資格を生かした
かった（31.4％）」や「自由に仕事がしたかっ
た（15.8％）」という割合が高い。一般的に言
われるように，ここでも起業家の起業動機は
高所得期待（収入を増やしたかった）よりも
専門的知識の活用や自己の裁量で仕事を遂行
したいということであった。サンプルとして
選ばれた起業家は開業後３年以内に存続して
いる者たちである。この段階にある者は所得
への興味よりも給与所得者という立場からの
開放感に充ちているので，こうした回答が多
くなるものと考えられる。開業後の経過年数
とともに収入や所得へと関心が移ることも考
えられる。
開業に際して，最大の障害は資金制約や経
営に関わる知識不足であると言われている。
この障害を克服し，スムースに開業をするた
めには，その組織形態の選択も重要な要因と
なる。表４は起業家が開業時に選んだ経営形
態とその変化をみたものである。約61％の起
業家は個人経営を選んでいた。次に有限会社
（約28.2％），株式会社（約9.2％）であった。
一般的に法人形態を選ぶ理由は資金調達を含
めて取引上の有利性にあると言われている。
ここでも株式会社を選んだ者（約65％）はこ
の理由をあげていた。株式会社を設立する際
の資本金の調達が困難であるときには有限会
社（約35％）が選ばれていた。一方，法人形
態でない個人経営を選んだ理由は「特に理由
はない（約53％）」が最も多い。「手続きが簡
単だから（約14％）」という理由が多いのもこ
の経営形態に特徴的である。開業時から現在
の経営形態への変化（表４の?の右欄）をみ
ると，個人経営が減った分だけ有限会社や株
式会社が増えていた。時間の経過とともに制
約が緩和され法人形態へと組織替えしている
ことが示唆されている。
本稿が利用するサンプルの起業家たちは約
87％が前の勤務先を「自らの意思によって退
職」していた（表５参照）。次いで，倒産，解
雇，定年退職となっていた。いずれの離職方
法によっても，右腕として「配偶者」を選ぶ
者が多い。次いで「仕事を通じた友人・知人」
「社員」である。特徴的な事実関係をみると，
定年退職した者は配偶者を，解雇された者は
仕事を通じた友人・知人を，倒産した者は勤
務先での同僚・上司を，自ら退職した者は仕
事を通じた友人・知人や社員を選んでいた。
いずれの離職方法をみても株式会社，有限会
社，個人経営による経営形態でスタートして
いる者が多い。
次に開業時の業種を企業規模別にみる（表
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６参照）。業種でみると，一般消費者を対象と
するサービス業での開業が最も多く，小売業，
飲食店が続いている。企業規模でみると，全
体の84.4％が１～９人規模で占められてい
る。そのうち１～４人規模が約56％を構成し
ていた。こうした業種での雇用者数を平均値
でみると（表６の?欄），開業時には4.87人，
現在では6.26人であり，約1.4人増えてい
た。特に，パートでの雇用者数が多くなって
いた。増加人数でみると役員・正社員（0.59
人）が最も多い。
表７の?欄は右腕とその役割をみたもので
ある。本稿で利用するデータは８つの役割を
調べている。ただし，複数回答であるため，
データの読み方には注意が必要である。配偶
者やそれ以外の家族・親せきは主に経理・財
務や接客・サービスを担当し，勤務先での同
僚・上司や仕事を通じた友人・知人は営業・
渉外を担当している。この結果は冨田（2002）
や脇坂（2003）とほぼ同じである。その他の
友人・知人は接客・サービスや経理・財務を
担当し，社員は営業・渉外や接客・サービス
を担当している。
次に，企業規模別にみた右腕の構成とその
役割をみる（?欄）。右腕のいる企業規模は１
～10人規模に集中しており，全体の約85％を
占めている。そのうち約56％が１～４人規模
である。この結果は冨田（2002）と異なる。
いずれの企業規模でみても配偶者，仕事を通
じた友人・知人が多数を構成している。19人
までの企業規模をみると，社員やその他の友
人・知人の占める割合が高くなっている。そ
の役割については（?欄），いずれの企業規模
をみても経理・財務，接客・サービスと営業・
渉外において割合が高い。ここでも19人まで
の規模でみると，出資が比較的高い割合を占
めている。経営者自身の担当業務は営業・渉
外と接客・サービスで全体の約34％を占め，
CEO（Chief Executive Officer）としての人
事・労務管理は少ない（?欄）。これは開業後
３年以内の起業家たちは依然として自ら現場
に出て売上を増やし市場での自社の認知度を
高めることに励んでいることを示唆してい
る。
本来，経営者が右腕を採用するのは事業経
営上の重要な意思決定を補佐し，不足する知
識を補完するためであろう。そしてこうした
右腕との関係が良好な経営成果をもたらすこ
とを期待しているからであろう。そこで次に，
両者の役割をクロス表にすることによってこ
表3．親の事業を継がずに自分で起業をした理由と開業動機
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表5．勤務先の離職方法，経営形態と右腕者
表6．開業した業種と企業規模
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の補完性を確認する（表７の?欄）。この補完
性が比較的確認しやすいのは経営者が経理・
財務（営業・渉外，接客・サービス）を担当
し，右腕が営業・渉外（経理・財務）の業務
を遂行しているときであった。これ以外のと
ころでは補完性というよりも協力的（相乗的）
な役割がみられた。ただし，アンケートによ
る回答が複数回答であるため，確かなことは
言及できない。しかし，こうした補完性と経
営成果との間にある関係を検証することは重
要である。なぜなら，起業家が右腕に頼るこ
との結果，あるいは右腕としての能力は多く
のものが経営成果に反映されるからである。
また，起業家はそうした効果を右腕に求めて
いると考えるのも自然であろう。
生存競争の厳しい市場において，あえて起
業をする者たちは何らかの点において自信家
たちである。また開業後は苦労が絶えないと
も言われている。そこで表８の?欄は事業を
継続していくうえでの強みや苦労，それを克
服する方法などをまとめたものである。起業
家たちは技術力や従業員の質に強みを見出し
ている。事業内容の新規性についても（?欄），
約78％の起業家が何らかの新規性を認めて
おり，その内容として商品やサービスの内容，
商品の販売方法やサービスの提供方法，技術
や製法をあげている。現在，苦労しているこ
とは（?欄）顧客の開拓，資金繰り，業界の
低迷が上位３位を占めている。とりわけ運転
資金の不足に直面したときの対処をみると
（?欄），経営者自らの給料で補塡するものが
多く，次に金融機関からの借入金，家族や親
せきからの借入金となっている。約65％は経
営者自身を含めた親族からの援助によって対
拠していた。
起業後の経営成果を決定づける要因とし
て，起業家の人的属性や右腕の存在以外に将
来計画（ビジョン）も重要である。このビジョ
ンを計画書として作成するか否かによって成
果が影響を受けるという先行研究すらある
（Perry,2001）。将来ビジョンは経営者の事業
経営姿勢の表れでもあり，成果に与える効果
を分析する研究もある。ここで確認する将来
ビジョンはYesかNoという回答形式に
なっている。表９の?欄をみると，規模を拡
大し，多角化を図ることに肯定的な考えを持
つ者が多い。これらは成長志向要因とも考え
られるが，一方で株式の公開などを考えてい
ない者も多数いる（約89％）ことからすれば，
こうした記述統計のみでの分析では不十分で
ある。表９の?欄は将来ビジョンを右腕別に
みたものである。会社の成長についての考え
方は右腕との続柄によって違いがある。右腕
が配偶者である場合には規模の拡大，多角化，
事業内容の変更，親族への事業継承を考えて
いる者が多い。これは組織内部の経営資源に
依存するような成長を志向していることを示
唆している。一方，親族以外への事業継承や
株式の公開，会社の売却などは仕事を通じた
友人・知人，社員などが肯定的な回答をして
いる。これらは組織外部の経営資源に依存す
るような成長を志向していることを示唆して
いる。右腕が親族から一般の社員になるにつ
れて会社の公開性や社会性を重視するような
結果となっている。
最後に表10は起業家が開業時に必要とし
た費用額と調達した資金額，および経営成果
についてみたものである。ここでは右腕の有
無との関係でデータを紹介する。右腕のいる
起業家は開業費用，資金調達額のいずれでみ
ても右腕のいない者よりもより多く支出し，
かつ調達していた（?，?欄）。標準偏差（Std.
dev）の大きさから分かるように，右腕のいる
起業家間でのバラツキは大きい。内訳をみる
と（表11参照），開業費用額でみると，右腕
のいる起業家は運転資金，機械設備等に多く
を支出している。また，資金の調達先につい
ては国民生活金融公庫から最大の金額を借入
れており，次に自己資金であった。民間金融
機関からは必ずしも多額の調達をしていな
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い。ここでも親・兄弟姉妹・親せきという親
族からの借入金や出資金が多い。
費用額と調達額を右腕別にみると（表10，
?，?欄），配偶者の場合に最も金額が高く，
次に配偶者以外の家族・親せき，その他の友
人・知人となっている。配偶者を含めた親族
を中心に資金が収集され支出されている。経
営成果をみると，現在の月商，開業時の目標
月商，その達成率のいずれでみても右腕の「い
る」起業家は「いない」者を上回っている。
また，現在の業況，売上，採算状況について
も右腕の「いる」起業家の肯定的な回答が「い
ない」者のそれを上回っている。右腕の「い
る」起業家は「いない」者と比べて開業費用
も開業資金も上回り，かつ経営成果も優れて
いるという結果が確認できた。
４．右腕の存在と経営成果
この節では右腕の存在と経営成果との間に
あるいくつかの関係について簡単なOLS分
析を試みる。
4.1.経営成果指標
起業の成果を分析している多くの先行研究
をみると，成果の指標として起業後のある時
点における生存率（Hazard rate, Survival
 
rate），生存期間，雇用成長率，売上高成長率
などが利用されている（Parker,2004;2006）。
このうち起業家が事業を遂行する目的から考
えて，成果指標としてふさわしいのは売上高
成長率である。起業支援政策に携わる政策論
者には，起業によってどの程度の雇用が生ま
れるのかという雇用成長率は最大の関心事で
ある（Storey,1994）。しかし，起業家の立場
から考えると，雇用を増やすことは直接的な
経営目的ではない。
前節でもみたように，起業家自身の担当業
務は，主に営業・渉外という売上に関わる業
務であった。新たに市場へ参入する企業は市
場での認知度も低く，売上高の獲得は市場で
の生き残りにとって必要不可欠である。もし
経営形態を問うのであれば，法人形態をとる
起業家の目的は利益の最大化であろう。しか
し，ここでは経営形態を問わないし，利用す
るデータには利益指標も含まれていない。ま
た，開業後間もない起業家は売上高を重視し
ているという調査結果もある（中小企業総合
研究機構，2002，p.６）。こうした前提がなり
たつためにも当然生存し続けることが大前提
としてあるが。また，この節で分析する起業
家の大半は開業後1.5年（18カ月）以内の者
たちなので，売上高の成長率も利用しない。
成長を問うのであれば，もう少し長期にわた
る期間を分析することが望ましいと考えるか
らである。結局，データの利用可能な売上高
（SE；月商の対数値）を経営成果として採用
する。別の先行研究によると，起業後1.5年
から２年で売上高は最大になり，付加価値や
所得・収支は2.5年から３年で最大となって
いた（玄田，2001）。こうしたことからすると，
この節での目的は開業後２年以内に売上高を
最大にする要因が何かを検証することでもあ
る。
4.2.説明変数
多くの先行研究では，説明変数として起業
家自身の人的属性に加えて，企業属性，産業
属性，地域属性や起業支援政策などを採用し
てきた。この節でも，こうした先行研究の一
部にしたがう。
開業間もない企業の経営成果は起業家自身
の属性（学歴，年齢，性別，職業キャリア，
配偶関係，親の遺産や家業など）に依存する
ということから，多くの先行研究はこうした
人的属性を採用してきた。ここでも最初に性
別ダミ （ーGED）を採用する。起業家が男性
であれば１，女性であれば０をとるダミー変
数を定義する。女性が起業に有利であれば，
回帰係数の符号はマイナスとなる。ただし，
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諸外国を対象とする先行研究によると，この
変数が経営成果に与える効果はプラスであっ
た。この因果関係を明確に説明する先行研究
はないが，女性による起業は不利であるとい
う共通認識がほぼ確立している（Brush et al.
2006;Parker,2004）。我が国の先行研究をみ
ても，この結論を支持するものが多い。しか
し，前節でも紹介したように，我が国では女
性による起業が増加する傾向にある。本稿で
はこの共通認識を再確認したい。本稿がより
重視する人的属性は斯業経験の有無
（PRED）と管理職経験の有無（PEED）など
の前職キャリアである。開業間もない起業家
にとって前職での職務経験は実務においても
対外交渉においても最も重要な要因であると
考えるからである。斯業経験や管理職経験が
あれば１，なければ０をとるダミー変数を採
用する。これらの変数が成果に良好な影響を
与えているのであれば，回帰係数の符号はプ
ラスになる。
企業属性として開業時の従業員数規模
（FZ；企業規模の代理変数となる），コント
ロール変数として開業時の産業ダミ （ーID）
を採用する。開業時の企業規模については開
業費用や開業資金を利用する先行研究もある
が，成果指標（売上高）との間に多重共線性
の問題が発生するため，本稿では従業員数規
模を採用する。規模が成果に有利に作用する
とき，回帰係数の符号はプラスになる。経営
成果は開業をする産業の景気動向にも依存す
る。そこで，この産業間での格差を解消する
ために産業ダミーを採用する。
こうした既存の説明変数に加えて，本稿で
は，新たに右腕の有無（RPD; RPD1
～RPD4），彼らの役割（RRP1～RRP8），経
営者自身の担当業務（RM1～RM8），将来の
経営ビジョン（BPF1～BPF7）などを採用す
る。これらの変数は該当する項目がある場合
に１，ない場合に０をとるダミー変数である。
先にも指摘したように，右腕の役割と経営者
自身の役割はそれぞれ複数回答である。より
正確な検証をするには因子分析や主成分分析
によって主要な役割を特定化し，因子得点等
を推定モデルに導入する必要がある。この作
業は今後の課題として残し，上記のダミー変
数を採用する。右腕が存在する場合について
の推定は企業の規模別や起業家の学歴別につ
いても行う。なお，産業ダミーの推定結果に
ついては煩雑になるため以下で説明する表に
は掲載していない。
以下の方程式を推定する。
SE＝α0＋α1(FZ）＋α2(GED）
＋α3(PRED）＋α4(PEED）
＋α5(RPDi）＋α6(RRPi）
＋α7(RMi）＋α8(BPFi）＋ui
4.3.推定結果
ここで使う経営者と起業家とは同じ概念で
ある。表12は右腕の有無と経営成果との関係
をみたものである。全サンプル（Ｎ＝1,996）
の推定結果をみると，右腕の「いる」起業家
は「いない」者よりも約14％だけ多く売上を
稼いでいた。他の説明変数である人的属性，
企業規模も売上の増加に貢献していた。次に，
各右腕が売上に与える効果をみると，配偶者
を右腕として採用したときには売上を減らし
ていた。売上の増加に貢献する右腕は社員の
みであった。社員の中から特定の者を右腕と
して採用するときには約21％の売上増が
あった。性別ダミー（男性＝１）はプラスで
有意であった。我が国では女性による起業が
増加傾向にあるが，この推定結果は先行研究
の結果と同様に，女性による起業は必ずしも
有利ではないということを示している。
表13は企業規模別に右腕の有無の効果を
推定した結果である。右腕が売上に貢献する
のは企業規模（10人以上）が比較的大きい場
合であった。これは冨田（2002）を支持する
結果である。また，その他の説明変数の効果
をみると，10人以上の規模では起業家の管理
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職経験は売上に貢献していない。右腕がこの
経験を代替することによって売上を増やして
いるのであろうか。一方，企業規模が小さい
ところでは右腕の存在は効果的ではなく，起
業家自身の斯業経験や管理職経験が売上増に
貢献していた。
さらに，表14は右腕別に効果を推定したも
のである。いずれの企業規模でみても配偶者
を右腕として採用するときには売上に貢献し
ていない。特に，小規模企業（１～４人）に
おいては売上を減らしていた。右腕が売上増
に貢献しているのは，１～４人規模の社員と
10人以上規模の「勤務先での同僚・上司」で
あった。その他の説明変数をみると，全て売
上を増やすような効果を発揮しているのは１
～４人規模企業のみであった。５～９人規模
企業では起業家の管理職経験が売上に貢献し
ており，斯業経験や右腕の存在よりも起業家
のCEOとしての役割が重要であることを示
唆している。10人以上の規模では起業家の前
職での経験は売上に貢献していない。唯一，
右腕として採用した勤務先での同僚・上司の
みが貢献している。人的属性，右腕がともに
その効果を発揮するのは規模が極めて小さな
企業であることが分かる。このことは，小規
模企業は社内のあらゆる人的資源を活用して
表13．企業規模，右腕の有無と売上高との関係
表12の基本統計量
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売上を稼いでいることを示唆している。
次に，表15は右腕の役割，経営者自身の役
割，経営者がもっている事業経営上の将来ビ
ジョンと売上高との関係を推定した結果であ
る。売上増に貢献する右腕の役割は「営業・
渉外」である。「社内に関する事項」に携わる
ときにも弱いながらもプラスの効果があっ
た。経営者自身の仕事が売上増に貢献するの
は，CEOとしての役割である「人事・労務管
理」のみであった。「接客・サービス」「生産
工程・労務作業」「技術研究・商品開発」とい
うような現場の仕事に携わるときには，売上
を減らしてした。将来ビジョンとして「事業
規模の拡大」や「親族以外への事業継承」を
考えている経営者は，売上を増やしていた。
これは身内にとらわれず成長志向をもつ経営
者の成功確率が高くなることを示唆してい
る。
表
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表16は企業規模別にみたものである。最初
に確認すべきことは，人的属性と企業規模が
全て売上増に貢献しているのは小規模企業
（１～４人）においてのみであった。また，決
定係数もこの企業規模において最も大きく
なっている。右腕の役割のうち「営業・渉外」
はいずれの規模においても売上を増やすよう
に作用している。経営者自身の仕事について
は，「生産工程・労務作業」に携わるときには
いずれの規模においても売上を減らしてい
た。一方，小規模企業（１～４人）において
のみ「人事・労務管理」「調達・購買」に携わ
るとき売上を増やしていた。経営の将来ビ
ジョンについては小規模企業（１～４人）の
みが「事業規模の拡大」や「親族以外への事
業継承」「会社の売却」を考えているときに売
上を増やしていた。
表17は起業家を学歴別に分けて推定した
結果である。人的属性，企業規模に関して，
特徴的なことは学歴が低いほど，こうした変
数が売上に貢献する効果が大きいということ
である。また，売上に与える効果がプラスで
あれ，マイナスであれ有意な効果を持つ変数
は学歴が高くなるほど少なくなっている。右
腕の役割をみると，「営業・渉外」はいずれの
学歴においても（大学理系を除く）売上増に
貢献している。専門・専修学校卒では右腕に
「経理・財務」を任せるよりも「その他の社内
事項」に専念してもらうことが有利である。
経営者自身の仕事では「人事・労務管理」に
携わるとき，いずれの学歴においても（大学
理系を除く）売上を増やしていた。一方，「接
客・サービス」「生産工程・労務作業」は減ら
していた。中高卒では「企画・マーケティン
表15．右腕者の役割，経営者自身の仕事，経営上の将来ビジョンと売上高との関係
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グ」に携わるときにも売上を増やしていた。
また，中高卒では右腕の「営業・渉外」とい
う役割が売上増に貢献していたが，この学歴
をもつ起業家たちは右腕とともに売上を増や
すことに力点をおいていることが分かる。経
営上の将来ビジョンについてはいずれの学歴
者たちも「親族以外への事業継承」や「事業
規模の拡大」を考えている者は売上を増やし
ている。中高卒や大学卒（理系）では「会社
の売却」という消極的なビジョンをもつ者は
売上を減らしていた。
さらに，表18は右腕者のみの効果をみる
ために，右腕とその役割についての推定結果
である。ここでも配偶者を右腕として採用し
ている者は売上を減らし，社員を採用してい
る者は増やしていた。その他の右腕の役割に
ついては，前掲表17の分析結果とほぼ同じで
あった。
最後に，表19は経営者の役割と右腕の役割
とをクロスさせ両者の役割分担が売上に与え
表
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る効果を推定した結果である。ここでも右腕
が配偶者である場合には売上を減らし，社員
である場合には増やしていた。
次に，経営者と右腕との関係を次のように
定義する。同じ役割の回帰係数がプラスで有
意であれば協調関係があり，互いに異なる役
割の回帰係数がプラスで有意であれば補完関
係がある，と定義する。右腕の役割が「営業・
渉外」である場合には経営者の多くの役割（技
術研究・商品開発，企画・マーケティング，
経理・財務，接客・サービス，調達・購買）
と補完関係にあった。特に，経営者の「営業・
渉外」は右腕のそれと協調関係にあり，売上
げの増加に貢献していた。一方，経営者が「企
画・マーケティング」「営業・渉外」「人事・
労務管理」に従事し，右腕が「接客・サービ
ス」に携わるときには売上を減らしていた。
一般的にみると，「営業・渉外」という業務に
表
19
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おいて両者が協調しあうとき売上を増やして
いた。また，右腕の役割も主に「営業・渉外」
を担当するとき，売上げの増加に貢献してい
た。
５．おわりに
本稿は右腕のいる起業家の経営成果を決め
る要因について検証を試みた。主要な分析結
果は以下のように要約できる。
起業時の従業員数でみた企業規模は経営成
果を高めていた。これは従業員数を企業規模
の代理変数とするいくつかの先行研究の分析
結果を支持している。既に，多くの先行研究
によって共通の認識になっているように，我
が国でも女性による開業は不利であることが
確認できた。なぜ不利になるのかということ
については，彼女らの人的属性，開業業種，
起業家としての資質（Entrepreneurial abil-
ity）などを変数として分析する必要があろ
う。
右腕の経営成果に与える効果は企業規模が
大きいときに確認できた。これは冨田（2002）
を支持する結果である。小規模企業では右腕
よりも起業家自身の斯業経験や管理職経験が
経営成果を高めていた。一般的にみると，右
腕として配偶
(3)
者を採用すべきではない。彼ら
の採用は経営成果を悪化させるだけである。
右腕は社員の中から採用すべきである。この
とき社員は経営成果を高めていた。その右腕
のみならず起業家自身が「営業・渉外」とい
う業務を担当するときに，経営成果は高まっ
ていた。起業家が成長志
(4)
向（規模の拡大，親
族以外への事業継承）であるときにも経営成
果は良い。学歴の低い起業家は，その前職の
キャリアを活用して売上を増やしていた。ま
た，経営者自身が「人事・労務管理」を担当
するときには売上も増えていた。
本稿の主要な目的は起業家が右腕を採用す
る根拠から考えて両者の役割分担が経営成果
に与える効果を検証することであった。一般
的にみると，「営業・渉外」という業務におい
て両者が協調しあうとき，売上を増やしてい
た。また，右腕の役割も主に「営業・渉外」
を担当するとき売上げに貢献していた。この
ことは，開業後の初期段階では営業や渉外を
通じて組織として市場での認知度を高めるこ
とに力点がおかれていることを示唆してい
る。
最後に今後の課題を記す。
第１．先行研究が収集し分析していたよう
に右腕の基本的な人的属性（性別，年齢，前
職キャリア，学歴など）に関するデータを収
集する必要がある。本稿の分析は国民生活金
融公庫の顧客という限定された起業家を分析
したに過ぎない。起業家の対象範囲を広げ，
サンプル数を増やす必要がある。
第２．本稿ではデータの制約から起業家の
目的を売上高最大化であると考えた。この目
的は他の調査結果とも整合的であり開業後の
初期段階における企業の行動目標としては妥
当であろう。しかし，企業の目標は経営形態
に依存する。標準的な経済学のテキストでは
企業の目的を利益の最大化と考えている。株
価の最大化や市場占有率の最大化を想定する
ものもある。また，経営組織の内部統制を重
視する研究では，（雇われ）経営者の目的は自
己の効用関数を最大化することであると想定
している。さらに，利益の追求を二次的な目
標とするNPOという経営形態もある。本稿
ではこうした経営形態を分類していない。一
見，内部組織の存在しない個人経営（Proprie-
torship）が分析されているようなイメージが
ある。比較的容易に解決できる課題は経営形
態別の分析をすることである。この分析を通
じて起業時に株式会社（2006年以降有限会社
も含む），個人経営，NPO，生活協同組合など
のいずれの経営形態を選択することが市場で
の生存時間を伸ばせるのかという分析へと進
むことができる。従来の生存率や生存期間
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（Hazard rate,Survival rate）分析でも，こ
うした視点はない。
第３．複数回答である経営者自身の役割と
右腕の役割については因子分析や主成分分析
によって主要な役割を特定化し，推定式に導
入する必要がある。いま，この問題を問わな
いとして売上高は経営者自身が「人事・労務
管理」を担当するときには増えていた。これ
は大規模企業におけるCEOとしての役割が
開業間もない起業家にも当てはまるというこ
とである。しかし，他方，経営者と右腕との
役割におけるクロスの関係が売上高に与える
効果では，両者が「営業・渉外」という業務
において，協調・補完しあうとき売上を増や
していた。この２つの結論は矛盾しているよ
うに思える。なぜなら，開業間もない起業家
はCEOとしての役割よりも販売実績を高
め，市場での自社の認知度を高める役割を重
視することが自然であるように思えるからで
ある。こうした矛盾は経営組織別に成果の決
定要因を分析するとき解明できる可能性があ
る。経営組織が法人形態であれば経営者は「人
事・労務管理」に専念することも考えられる
が，個人経営であれば販売実績を高めるとい
う「営業・渉外」という役割に力点をおくと
考えられるからである。これらの検証は今後
の課題とする。
［注］
⑴ 『中小企業白書2005年版』第２章第４節では
経営者を補佐する右腕となる人材やその役割
を紹介している。ただし，新規開業企業を対
象としていない。
⑵ 検証する対象によってクロス表内の構成が異
なるため，脇坂（1999）と同じサンプル数に
ならない項目もある。
⑶ ただし，配偶者の精神的な支え（emotional
 
support from spouse）があると答える起業家
の利益は，そうでない者よりも良好であった，
という先行研究もある（Bosma et al.2004）。
⑷ Bosma et al.（2004）の検証結果をみると，
社員数を増やすという成長志向的な考え方を
持つ起業家は，そうでない者よりもより良好
な経営成果（利益）を実現していた。
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